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【主要事業の概要】
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県国際化推進懇話会（学識経験者を会長に、国際交流関係者・有識者等１６名からなる懇話会 昭和６２年
８月設置）から、地域の国際化を推進するためには、県民自らが主体となった国際交流の推進を図る必要が
あり、そのためには、これら活動の中核拠点施設の確保が重要であるとの提言がなされ、「県国際交流基本
計画」（平成元年２月策定）にセンターの整備が位置付けられ、建設開始。県民に国際交流活動等の機会と
場を提供し、もって国際化に即した地域社会の発展に寄与するために設置された。
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多文化共生事業

本県における民間の国際交流・国際協
力の中核拠点施設である「国際交流セン
ター」の管理・運営を行う。

各国の文化の紹介、在住外国人や留学
生との交流などを通じて、県民の国際交
流活動の促進、国際協力への意識の醸
成を図る。
国籍の違いを踏まえて、様々な人々が

不自由なく生活できるまちづくりを推進す
るため、地域社会が一体となった取り組み
を行う。

市町村（振興協会）
山梨中央銀行
国際興業グループ

小泉

山梨県建設業協会
山日・ＹＢＳグループ
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出資比率

所管部（局 ）課

電 話 番 号

E-mail ア ド レ ス

設 立 年 月 日
出資者名

黒澤 幸昭

甲府市飯田2-2-3

http://www.yia.or.jp/index.html

千円

【 法 人 の 概 要 】
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主な事業名 内容 H１８年度

設 立
目 的
経 緯
概況等

県立国際交流センター
管理事業

国際交流促進事業（H18
～「国際理解促進事業」
「国際親善交流事業」の２
事業）

平均年齢

※

37

※
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【経営の状況】 （単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

2,024 9,443 2,868 △ 6,575
593 377 353 △ 24
265 0 0 0

205,648 248,812 243,957 △ 4,855
7,424 3,992 △ 3,992

14,578 8,779 13,030 4,251
受取負担金 0 249 194

592 777 567 △ 210
期首証紙・印紙 △ 167,110 △ 3,951 △ 5,551
期末証紙・印紙 167,110 5,594 4,143

231,124 274,072 259,561 △ 14,511
事業費 190,485 229,146 214,267 △ 14,879

うち人件費 0
管理費 40,158 36,252 36,150 △ 102

うち人件費 35,552 30,296 30,030
経常支出 計 230,643 265,398 250,417

481 8,674 9,144 470
266 100,009 250 △ 99,759
266 99,709 2,471 △ 97,238

0 300 △ 2,221 △ 2,521
481 8,974 6,923 △ 2,051

285,666 286,147 288,366
286,147 295,121 295,289 168

（単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

26,663 26,409 29,941 3,532
275,643 275,866 273,421 △ 2,445
302,306 302,275 303,362 1,087

7,374 9,990 4,154 △ 5,836
0 0 0 0

8,784 3,918 3,918 0
0 0 0 0

16,158 13,908 8,072 △ 5,836
286,148 288,367 295,290 6,923

うち基本財産への充当額 275,523 275,746 268,301 △ 7,445
うち特定資産への充当額 10,625 12,621 26,989 14,368

（単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

0 0 0 0
人件費（派遣法）補助金 0 0 0 0
人件費（派遣法以外）補助金 6,428 5,603 5,937 334
人件費以外の補助金 200 0 0 0

6,628 5,603 5,937 334
6,234 2,094 1,760 △ 334

12,862 7,697 7,697 0
人件費（派遣法）委託金 8,275 8,779 8,914 135
人件費（派遣法以外）委託金 16,666 14,645 15,380 735
人件費以外の委託金 18,663 20,568 22,959 2,391

委託金 計 43,604 43,992 47,253 3,261
56,466 51,689 54,950 3,261

24.4 18.9 21.2 2

0 0 0 0
0 0 0 0

【県の財政的関与の内容・目的】

補助金
（事業費）

多文化共生事業費（国籍や民族の違いによる差別・偏見のない関係構築のための事業）
国連啓発事業費（国際連合、国際問題に関する知識の普及）

項目 内容・目的
補助金

（運営費）
専務理事人件費（１名分）

県の財政的関与の割合（％）

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

県貸付金残高
県債務負担実際残高

県支出金 計

項 目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金 計

流動資産

当期経常外増減額

正味財産期首残高

項 目
基本財産運用益
受取会費
受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等

正
味
財
産
の
状
況

雑収益

経常収入 計

経常外収入
経常外支出

当期正味財産増減額

正味財産期末残高

当期経常増減額

財
務
状
況

固定資産
資産 計

流動負債
うち短期借入金

固定負債
うち長期借入金

負債 計
正味財産

項 目

委託金
国際交流・国際協力に関する事業全般（催し・講座等の開催、情報収集・提供、相談など）
国際交流センターの施設・設備の維持保全・利用に関する業務（会議室・宿泊室の利用管理な
ど）

債務負担行為 なし



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 5 20 13 65.0%

計画性 5 20 18 90.0%

組織運営の
適正性 4 16 12 75.0%

財務状況 11 44 38 86.4%

効率性 9 36 29 80.6%

合計 34 136 110 80.9%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

対応策
「地域における国際化」「対外的な国際交流・協力」といった施設設置当初のニーズとともに、「多文
化共生」という新たなニーズに対応していく。平成１８年度に指定管理制度を導入し、「山梨県国際
交流協会経営計画」を策定したことから、引き続き本計画に沿った運営に努める。

人員構成については職員数を最小限に抑えている（６名）ことから、相対的に管理職員数（１名）の比率が上
がっている。
財務については県出納局及び監査委員の監査を受けているが、公益法人制度改革等に伴って経理がより

複雑になることが予想されることから、チェック・指導の外部委託を検討している。
平成１６年度以降黒字で推移を続けており、概ね良好である。
受託事業の再委託はセンター内の清掃・設備管理・夜間警備等に限っており、ソフト事業の再委託は行って

いない。

宿泊室において利用料金の引き下げ・一般留学生を入居可能とするなど利用者の増加に努めるとともに、
会議室等の稼働率が低い平日昼間の時間帯に、主婦など日中に時間のある層を狙った事業を行うことで利
用者数を伸ばした。

職員人件費を大幅に抑制し財務状況の健全化を図ったこと、また、実施事業の内容・実施時期を工夫し利
用者数を伸ばしたことが評点につながったと考える。

財務状況

効率性

総合的評価

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

収益事業比率の高さが評点を下げる要因となっているが、当法人の収益事業は同館内にあるパスポートセ
ンターでのパスポート発給に必要な「証紙・印紙の売りさばき」で利用者の利便性に配慮したものであり、利益
を追求しているものではない。
利用者アンケートについては、引き続き集計・分析に努め、結果を利用者にフィードバックし、改善に努めて

いく。

指定管理者制度に沿った「山梨県国際交流協会経営計画」を平成１８年度に策定した。

経営評価レーダーチャート
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

目的適合性 計画性 組織運営の適正性 財務状況 効率性

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

目的適合性

設立当初の目的である「地域における国際化推進のための対外的な国際交流・協力」にとどまらず、地域
に暮らす外国籍住民の支援等を行う「多文化共生」という新たな需要への対応を強化していく。
利用者アンケートについては、引き続き集計・分析に努め、結果を利用者にフィードバックし、事業効果を高
める。

計画性
引き続き指定管理者制度に沿った「山梨県国際交流協会経営計画」（平成１８年度策定）に従って運営を行
う。

組織運営の
適正性

県出資比率が高いことから、県出納局及び監査委員の監査を引き続き行い適正化に努める。公益法人制
度改革等に伴う経理の複雑化への対応として「チェック・指導の外部委託」が上げられているが、費用効果
面も含めて検討する。

財務状況
平成１６年度以降黒字で推移を続けており、概ね良好である。指定管理者制度の適用を受けた１８年度以
降も、諸経費の節減や適正な価格競争の導入などに努めており、宿泊施設利用料金の引き下げなどによ
る減収をカバーしている。

効率性
宿泊室利用料金の引き下げ・入居要件の緩和などで利用者の増加に努め、平日昼間の時間帯に合わせた
事業を展開し、主婦など日中に時間のある層の利用を伸ばしたことで利用者数を増加させたことは評価で
きる。また、人件費の抑制など経費の節減に努めたことも効率性の向上に貢献した。

総合的評価
類似の民間施設などは他に見られず、施設設置当初のニーズは引き続きあると思われる。財政状況も概
ね良好であり、今後は指定管理者制度、また、昨年度策定した「山梨県国際交流協会経営計画」の効果を
検証していく。

・山梨県国際交流協会経営計画に基づき、国際交流センターの利用者サービスの向上や経費削減など、一層
の管理運営の改善を図り、継続して指定管理を受けられるよう努める。

総合的所見

※ ラ ン ク 下
の％は得点
率 の 範 囲

・平成１８年４月から国際交流センターの指定管理者となり、センター利用者数も順調に伸びてい
るが、利用者サービスの向上、経費削減など更なる運営努力が求められる。
・また、現状の法人運営を維持していくには、指定管理者としての継続指定が大前提となる。この
ため、継続的に指定を受けるために、コスト縮減や利用者サービスの向上に向けた不断の見直
しが必要である。
・各評価項目は、一部項目を除き平均以上の水準にあり全体的に見ても概ね健全な経営状況に
あるといえる。

Ａ
（７５％～）

Ｂ
（６０％～７５％）


